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東北地方太平洋沖地震津波による犠牲者については，同じ浸水深であっても犠牲者率に大きなばらつき

があることが示されているが，それに影響を与えている要因については十分明らかにされていない．本研

究は，南三陸町の行政区を分析単位として，ヒアリング調査を行って犠牲者率を整理するとともに，チリ

地震津波の被害や地理的条件など，犠牲者率に影響を及ぼす要因について検討した，その結果，①浸水深

のみならず，②チリ地震津波が到達したか，③海が見えるか，④高台が近くにあるか，が犠牲者率に影響

を与えている可能性があることを明らかにした． 
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1. はじめに 

 

東日本大震災により，宮城県南三陸町では 2013 年 2

月 28日時点で，死者 566名および行方不明者数 223名

と，被災前（2011 年 2 月末）人口 17,666 人の約 5%も

の人々が犠牲となった．南三陸町は，大きく歌津，志津

川，戸倉そして内陸部の入谷の 4 地区にわけられる(各

地区の位置は図-2 を参照)が，宮城県警による 2012 年

11 月時点の身元が確認された犠牲者の方々についての

名簿（なお，個人情報でもあるため，2012年 11月末ま

での公表分については 2013年 3月 13日 18時をもって 

 

図-1 南三陸町の地区別の犠牲者の年齢および女性の比率 

注：カッコ内の数字は犠牲者数．地区が不明な方もいるため   

総数は一致しない． 

削除されている）によると，約67%の方が65歳以上の方

となっている(図-1)．なお75歳以上の比率は約46%であ

る． 

 今後の堤防整備を含む津波防災地域づくりの検討にあ

たり，何が人々の生死に影響を与えたかを把握しておく

ことはきわめて重要である． 

気象庁（2012）は，首藤・越村らの知見をもとに，

浸水高と建物倒壊率の関係を分析し，浸水深が2mを超

えると急激に建物倒壊率が高くなることを示している1)．

しかし，人的被害（犠牲者率）については検討されてい

ない． 

人的被害については，牛山ら（2012）が，陸前高田

を対象に 500mメッシュデータを用いて分析を行い，海

岸近くで平均津波浸水深さが大きく，人口密度が高い地

域で犠牲者率が高くなることを明らかにしている 2)．ま

た杉村（2012）は，山田町と大槌町を対象に町字単位

で犠牲者率を求めている 3)．その結果，高台までは

500m 以内の距離にあり，直線距離なら 10 分足らずで

高台への避難が可能な環境にあったにもかかわらず，多

大な犠牲者が発生したことを示している． 

またこれらでは同じ浸水深であっても犠牲者率に大き

なばらつきがあることが示されているが，そのばらつき

をもたらした要因についても十分明らかにされていない．

そして南三陸町についてはデータ整理も十分になされて
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いない． 

そこで本研究は，南三陸町の行政区を分析単位として，

犠牲者に関するヒアリング調査を行って犠牲者率を整理

するとともに，チリ地震津波の被害や地理的条件など，

犠牲者率に影響を及ぼす要因について明らかにすること

を目的とする．具体的には，避難に関する三上ら(2012)

の先行研究 5)や，片田らの調査（2013）6)注 1 そして現地

でのヒアリング調査に基づいて，「犠牲者率には，①浸

水深のみならず，②チリ地震津波が到達したか，③海が

見えるか，④高台が近くにあるか，が影響を与えている」

という仮説を検証する． 

なお，本研究では，入手できたデータの制約により，

居住地ベースの犠牲者率を用いる．もちろん，地震発生

時あるいは津波到達時にいた住所を用いて分析するのが

適切であろう．しかしながら，以下の理由より，南三陸

町において，居住地ベースの犠牲者率を用いることがま

ったく役に立たないわけではないと考える． 

1) 前述したように犠牲者の約 2/3が 65歳以上の高齢者で

あり，通勤をしていない可能性が高いこと． 

2) また通勤していたとしても 30 分以内の方の比率が高

いこと．2008 年の住宅土地統計調査における平均通

勤時間のメディアン(中位数)は，14.5 分であり，かつ

約 7 割が 30 分未満となっている．業務のみならず買

物や私用で外出していた方も少なくないと考えられる

が，地震発生から津波到達までの間に，一度自宅に戻

ることができた方も少なからずいたと考えられる． 

3) 南三陸町に隣接する石巻市の犠牲者について調査を行

った三上(2013)の調査結果によると自宅また自宅周辺

で犠牲になった方が約 7割を占め，「逃げなかった」

また「避難途中」という方で半数を占めること． 

これらのことより，居住地ベースの犠牲者率を用いる

ことでもある程度の傾向を把握することは可能であり，

今後の津波対策に向けての知見を提供できると判断した．

ただし，病院や福祉施設にいた方については十分考慮で

きていないことに注意が必要である． 

 

2. 方法およびデータ 

 

まず，行政区（数十世帯から数百世帯をひとまとめに

した，ほぼ大字を 1 単位とする住民自治組織）を 59

（入谷地区や歌津地区の高区など津波の到達していない

行政区は，大きなくくりで集約を行っている）にわけた． 

入谷と高区を除く 57 行政区の平均人口は 300 人であり，

最小は 24人，最大で 641人である． 

そして行政区ごとの犠牲者率を求めるため，まず前述

した宮城県警より入手した南三陸町の死者・行方不明者

に関する資料を収集した．しかし，このデータでは氏名

と年齢は確認できても行政区まで把握できない方が多く

あったため，2012年 8月と 10月に現地を訪問し，役場

職員や，登米市を含む 58 ある仮設住宅地のうち 30 か

所の住民の方々，そして南三陸町にある 12 ヶ所の寺院

を訪問し，聞き取り調査を行い，行政区別犠牲者数を把

握した． 

一方，各行政区の人口の把握には，南三陸町役場より

提供していただいた年齢別人口集計表を用いた．そして

犠牲者率の算定にあたっては，小中学生での犠牲者は当

日学校にいなかった 1 名のみであることから分母から

除外し，0~6 歳および 16 歳以上の人口を分母として率

を求めた． 

浸水深については，GIS ソフト（SIS）を活用し，国

土地理院が整理した 100m×100mメッシュデータより行

政区ごとの浸水深を算出した．具体的には，まずすべて

の集落の住居が集中する点を集落の代表点としてプロッ

トし，そのメッシュに該当する浸水深や標高を算出し，

各行政区内の集落の戸数で重みづけを行って，行政区ご

との平均浸水深（m）および標高（m）を求めた． 

そして南三陸町復興計画 7)の記載をもとに①チリ地震

津波により被害が出たか否かのデータを作成した．また

住宅地図および現地調査をもとに，②各集落の中心から

徒歩 5 分以内に海が見えるか（地図上で確認し，建物，

防潮林や防潮堤などにより視界を邪魔されずに海が見え

たか判別が難しいところは現地でヒアリングを行ってダ

ミー変数として整理），③一時避難場所や社寺・中世城

館など高台の標高や浸水深についてデータを作成した．

その他，行政区別の高齢化率（%）のデータも収集した．  

これらのデータを用いて重回帰分析を行い，影響要因

について検討を行う． 

図-2 に行政区別の震災前の人口および犠牲者数と浸

水域の関係を示す． 

 

3. 結果 

 

地理的条件やチリ地震津波被害の有無と犠牲者率の関

係を図-3～5 に示す．いわゆる箱ひげ図であり，箱の中

に全データの 50%が含まれ，その中の太い線は中央値

を示す．また該当するサンプル数が多いほど，箱の幅は

広くなっている． 

まず，（徒歩 5分以内に）海がみえる行政区は犠牲者

率が低く，海が見えない行政区では犠牲者率が高い傾向

がみられた（図-3）注2． 

次に，チリ地震津波については，チリ地震津波を経験

していない行政区で犠牲者率が高くなる傾向が見られた

（図-4）． 

そして，一時避難場所との関係については，避難場所

が近くになかった行政区は低く，低地に避難場所があっ

た行政区で高くなる傾向が見られた（図-5）． 
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図-3 海の可視と犠牲者率(%)の関係 

 

 

図-4 チリ地震津波の被害と犠牲者率の関係 

 

 
図-5 臨海行政区における避難場所と犠牲者率(%) 

の関係 

 

なお南三陸町における震災前の防潮堤の高さは最大で

5.1m であり，津波警報の第 1 報は 6m であった．情報

を得た臨海部の住民は「とにかく逃げる」という意識が

あったものと推測される．防災無線でも繰り返し，避難

が呼びかけられていた．また当時結婚式などが行われて

いた高野会館では，屋上まで津波が押し寄せたが，適切

な指示により約330名が助かっている．  

 

4． 分析と考察 

 

いうまでもないが，チリ地震津波が到達した行政区は

海に隣接しているため，チリ地震津波がきたか否かと海

が見えるか否かというダミー変数間には強い相関がある．

これらを踏まえて，浸水深（m）や高齢者率(%)に加え

て，1）チリ地震津波がきたか，2）海がみえるか，3）

避難場所に津波が来たか，のダミー変数のいかなる組み

合わせにおいて犠牲者率のばらつきを最も説明できるか

回帰分析を用いて検討を行った．具体的には，犠牲者率

を被説明変数として，その他の説明変数の追加や削除，

クロス項の考慮などを繰り返し行い，AIC（赤池情報量

規準）が最も小さくなる回帰式を探索した． 

その結果を表-1 に示す．チリ地震津波が来ておらず，

かつ海が見えない行政区では，浸水深が 1ｍ増加するご

とに，犠牲者率が 1.44%高くなると推定された．またチ

リ地震津波は来ており，かつ避難場所まで津波が到達し

た行政区では，浸水深が 1m 増加すると，犠牲者率が

0.49％増加すると推定された．その他の地区においては

浸水深が増えると犠牲者率も増加する傾向はみられるも

 

 

図-2 行政区別人口（上），犠牲者数と浸水域の関係(下) 
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ののその係数は有意にはならなかった．したがって，浸

水深に加えて，チリ地震津波が到達していない行政区で

は海が見えたか，チリ地震津波が到達していた行政区で

は避難場所が高台にあったかが影響要因であることが明

らかになった．最後にこの分類で行った時の浸水深と犠

牲者率の関係を図-6に示す． 

南三陸町では，浸水深に比べて犠牲者率が相対的に低

い行政区は，海沿いの行政区であり，徒歩 5 分以内に

高台に行くことができない行政区である傾向がみられた．

反対に浸水深に比べて犠牲者率が相対的に高い地域は海

から少し離れた行政区であり，チリ津波がきておらず，

かつ徒歩 5 分以内で海が見えない行政区である傾向が

みられた． 

避難場所が近くになかった行政区において，犠牲者率

が低いという結果は，一見間違っているように思われる

が，「逃げなければならない」という意識を持つこと，

いいかえると「ここまではこないだろう．大丈夫」だと

いう勝手な解釈をさせないことを通じて，結果として人

命を守ることになっている可能性が示唆された． 

また灰色で示しているが，浸水深がゼロであっても犠

牲者率（%）はゼロではない．これは犠牲者の住所をベ

ースにしているためである．たとえば，志津川病院では

看護師さんらを含め，74 名の方がなくなられているが，

そこには今回津波の到達していない入谷地区の方も少か

らず含まれている． 

 

5. おわりに 

 

以上，本研究では南三陸町を対象に犠牲者率の影響要

因についての検討を行った．その結果，①浸水深のみな

らず，②チリ地震津波が到達したか，③海が見えるか，

④高台が近くにあるか，が犠牲者率に影響を与えている

という傾向がみられた． 

「ここまではこないだろう．大丈夫」という思い込み

をなくすことが重要であることが示唆された．今後の津

波防災地域づくりとの関連では，財産を守る防潮堤がそ

の思い込みを生み出す可能性がある．堤防の高さは低い

ほど財産を失う可能性が高くなるが，「防潮堤は守って

くれないからとにかく逃げる」という意識を通じて，人

命を守ることになるかもしれない．またそもそも低い防

潮堤では，大事な資産を低地に配置したり，投資しよう

としたりはしないはずである．そして財産については地

震（津波）保険の活用が考えられる．  

もちろん，課題は少なくない．まず，行政区別の犠牲

者について年齢や職業，被災時にいた場所などの情報が

得られていない．特に病院や福祉施設において多くの犠

牲者が出ているが，その方々の行政区を特定できていな

い．消防団でも 9 名の方が亡くなられている一方，漁

師さんで亡くなられた方は少ないとの意見も聞かれた．

また一度避難場所に戻ったが，家にモノをとりに行った

方や消防署や行政職員などについても住所が不明である．

今後，他の市町村のデータも含め，個人単位でのより詳

細な検討を行って，避難場所や避難路の整備，情報技術

の活用などハードとソフトの効果的な組み合わせについ

て検討していきたいと考えている． 

 

謝辞：本稿の作成にあたり，大野雄基氏（さいたま市

役所）に現地調査およびデータ作成の協力を得た．また

後藤一磨氏（宮城大学復興まちづくり推進員），小野寺

寛氏（すばらしい歌津をつくる会），山内明美氏（大正

大学），高峰博保氏（㈱ぶなの森），三上卓氏（東濃地

震科学研究所）および日本地震工学会・津波等の突発大

災害からの避難の課題と対策に関する研究委員会・津波

 

表-1 回帰分析結果 

 推定値 t値 

切片 2.16 2.41* 

浸水深*チリ地震津波あり*避難場所なし 0.03 0.26 

浸水深*チリ地震津波あり*避難場所津波

あり 
0.49 5.00*** 

浸水深*チリ地震津波あり*避難場所津波

なし 
0.24 0.94 

浸水深*チリ地震津波なし*海見える 0.18 1.44 

浸水深*チリ地震津波なし*海見えない 1.44 10.1*** 

自由度調整済み決定係数： 0.75 

AIC：244.65 

AIC（定数項のみ）：358.69 

※Signif. codes:  0 ‘***’ 0.001 ‘**’ 0.01 ‘*’ 0.05 ‘.’ 0.1 ‘ ’ 1 

※浸水深を除き，その他の変数は該当する場合は 1，該当しない場合

は0とするダミー変数． 

 

 

図-6 浸水深（横軸）と犠牲者率（縦軸）の関係 
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避難部会のメンバーより貴重なコメントをいただいた．

記して謝意を表します． 

 

注 
1)  『大槌湾周辺では，400人を超す死亡・不明者のうち浸水想

定範囲外の住民が8割に上る．（中略）片田教授は「マップ

が安心材料となり，避難行動に抑制をかけた可能性は高い」

と分析する』と述べている． 
2)  三上ら（2012）が「東日本大震災津波避難合同調査団（山田

町・石巻市担当チーム）」で行った，石巻市での調査結果か

らも「海が見える」ことの重要性が示唆される（表-2）． 

 

表-2 石巻市における調査結果（人） 

 海を見た 総数 

生存 15 797 

犠牲 5 816 
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FACTORS ASSOCIATED WITH DISTRICT VICTIM RATE BY TOHOKU EARTHQUAKE 

TSUNMI IN MINAMISANRIKU TOWN 

 

Masayoshi TANISHITA and Takumi ASADA 

 

This paper analyzes the factors associated with district victim rate by Tohoku Earthquake Tsunami in Minamisannriku-town, 

Miyagi Prefecture. Even if it is the same inundation height, it is shown that the rate of a victim has big variation. However, it is un-

clear  that which factors affect the variation. In this paper, we conducted hearing investigation and arranged the rate of a victim and 

related data. Then we show that sea visibility, whether Chile seismic wave reached or not, and a location of momentary evacua-

tion site have affected the district victim rate in addition to the inundation height. 
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